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研究成果の概要（和文）： 社会的企業の国際比較に供するため、東日本大震災の被災地で活躍する社会的企業
のモデル化を試みた。その成果として、被災地で社会的企業は大きな役割を果たした。例えば、緊急支援から時
間とともにコミュニティ支援、就労支援、移住支援や人材育成の役割を果たしたことが明らかになった。
 研究代表者は、事例研究の成果から被災当事者の自立に向けて3つの提案をした。しかし、時間的制約から被災
地の社会的企業のモデル構築にはさらなる調査を要することが分かり、今後の研究課題となった。

研究成果の概要（英文）： The principal investigator in this study modelled the social enterprises 
that played an active part in the disaster areas of the Great East Japan Earthquake. Moreover, I 
will provide an international comparison of the social enterprise model in future.As a result of 
this research, it has become clear that these social enterprises played a significant role in the 
disaster areas. For example, it became apparent that they have played a role in supporting 
communities, work, emigration, and personnel training by providing urgent support from time to time.
 However, the grants’time limitation in this research, the model construction of the social 
enterprise of the disaster areas understood that I needed further research as solutions for future 
disasters; this will be part of a future agenda.
 Finally, three suggestions concerning the results of the case study can be recommended. However, it
 was found that further investigation is necessary for model building, which will become a future 
task.

研究分野：社会的企業
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

（1）本研究の学術的背景 
・社会的企業モデルの国際比較プロジェクト
（ICSEM）について 

社会の様々な問題をビジネスの手法を使
って解決しようとする社会的企業に関する
議論は、ここ二十年の間とても重要なテーマ
となっている。例えば、所得稼得学派
（Weisbrod,1998. Austin,2006）や社会的イ
ノベーション学派（Young,1986. Dee,1998）
をはじめとして多種多様な議論がなされて
きた。 

国際社会的企業研究ネットワーク（EMES）
を中心として、欧州内での比較研究が頻繁に
行われてきたが、社会的企業の主体（株式会
社のみならず、NPO 法人や協同組合などを含
める）のガバナンスが重要な課題となってい
る。しかしながら、社会的企業は、それぞれ
の団体の所在する国や地域によって制度が
大きく異なるので、欧州での議論を世界各国
に当てはめるわけにはいかないため、比較研
究 の 障 壁 と な っ て い る 。（ Defourny. 
Nyssens,2012） 

そこで、EMES の中心人物である Defourny
及び Nyssens をコーディネーターとしてベル
ギー政府の研究費 BELSPO（2012～2017 年）
を獲得して、ICSEM プロジェクトが立ち上が
った。ICSEM プロジェクトでは、世界 35 か国
で 100 人以上の研究者が参加し、それぞれの
国で特定の分野や地域の社会的企業のモデ
ル化をする計画であった。 

研究代表者は、同プロジェクトの日本のプ
ロジェクトチームに参加して、東北の被災当
事者による社会的企業のモデル構築を担当
する。先進国では参加者が各自で研究費を調
達する必要があるため、研究代表者は本研究
課題に応募した。 
 
（2）東日本大震災の被災当事者による社会
的企業の課題 
・研究代表者らによるこれまでの研究 

研究代表者は、「地域づくりの経営学」を
構想し、経営学（主として組織学習論、ネオ・
コンティンジェンシー理論、社会関係資本の
戦略論的アプローチ）の視点から、これまで
地域公益事業型のコミュニティ活動につい
て研究を積み重ねてきた経歴がある。 

東日本大震災の発生直後（2011 年 3 月 11
日）から、研究代表者は、当時在籍していた
東北大学大学院経済学研究科地域イノベー
ション研究センターの地域産業復興調査研
究プロジェクトに参加して、宮城県内を中心
とした三陸沿岸部の社会的企業のヒアリン
グ調査を実施した。また、コミュニティカフ
ェや手仕事（アクセサリーなどの小物作り）
を行う団体やそれらを運営する被災当事者
である社会起業家への助言を行ってきた経
験がある。 

さらに、研究代表者は、内閣府が 2012 年
度に実施した「復興支援型地域社会雇用創造

事業」の報告書の分析を行い、被災地特有の
課題（女性起業家の活躍、被災当事者と支援
者の創発、当事者の相互扶助による非営利型
組織の選択などの特徴）をマクロ的視点から
も把握してきた。 

そして、研究代表者は、これまで行ってき
た東日本大震災の被災地での社会的企業の
調査結果を EMES の国際会議（2013 年 7 月・
ベルギー）で報告を行った。その際、ICSEM
プロジェクトの関係者と出会い、被災地での
社会的企業の課題解決のため、ICSEM に参加
して被災地の社会的企業のモデル構築を考
えるに至った。 
 

２．研究の目的 

本研究「社会的企業モデルの国際比較プロ
ジェクト―東北の被災地のモデル構築―」は、
社会的起業モデルの国際比較プロジェクト
（ICSEM）に関連して、被災当事者による社
会的企業モデルの構築を行うとともに、被災
地の社会的企業の発展に貢献することを研
究目的とした。 

とりわけ、東北の被災地に特化した社会的
企業のモデルを構築する理由は、生活の糧を
得るためにこれまで労働市場に存在しなか
った専業主婦層による被災地での起業、被災
当事者の起業意識とスキルやノウハウの乖
離など、被災地特有の状況に対処する必要が
急務であった。 
 

３．研究の方法 

本研究では、東日本大震災によって疲弊し
た被災地の復興に向けて、文献調査と事例研
究を行い、社会的企業モデルの国際比較プロ
ジェクトに関連して被災当事者による社会
的企業のモデル構築を目指した。 

被災当事者による社会的企業に関する文
献を整理した。被災地での事例調査を継続し
て事例の収集と分析を実施した。 

その後、ICSEM の視点での被災当事者によ
る社会的企業についての考察を行った。そし
て、研究成果を EMES や ISTR など国際学会で
研究成果の公表とともに、日本 NPO 学会の東
北班に参加して、被災当事者である社会起業
家への助言などを通じて研究成果を被災地
に還元した。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、東日本大震災の被災地に
おける被災当事者による社会的企業の動向
を明らかにするとともに、被災地で活躍する
社会起業家に対して 3つの提案を示したこと
である。以下で、本研究の具体的な成果につ
いて説明する。 
 
（1）社会的企業と災害についての先行研究
の調査 

社会的企業と災害についての先行文献の
調査から東日本大震災の被災地における社
会的企業が、先行文献とは異なることを見出



した。そこには、先進国と途上国の違いによ
る外部支援の継続性の差異や日本の地域社
会の持つ結束的な特性があった。 

まずは、これまでの社会的企業の基礎的概
念を整理した。所得稼得学派、社会的イノベ
ーション学派の観点から被災地での社会的
企業に関する文献整理を実施した。そして、
それらの先行研究文献で扱われた社会的企
業が、社会起業家の類型によって社会的イノ
ベーションにどのように関連づけられるか
を検討した。 

これらの研究成果は、ICSEA、GSBS および
日本 NPO 学会などで公表した。 
・ICSEA：ICSEM にアジア太平洋地域で参加す

る研究者に対して、日本チームの一部とし
て東北の社会的企業の状況について The 
3rd International Conference on Social 
Enterprise in Asia（2014 年 7 月 5 日）で
研究報告を行った。 

・GSBS：事例研究を行ったある一つの東北の
被災地の社会的企業の事例について、2nd 
GSBS Research Conference on Social 
Business（2014 年 11 月 26 日）において研
究報告を実施した。 

・日本 NPO 学会：日本国内で ICSEM に参加す
る他の研究者と共に、中間報告会を日本
NPO 学会第 17 回年次大会（2015 年 3 月 15
日）において実施した。 

 
（2）事例研究 
 東日本大震災の被災地の社会的企業にお
いて、震災直後から震災 5年目にかけてヒア
リング調査を実施した。 

東北大学大学院経済学研究科地域イノベ
ーション研究センターの地域産業復興プロ
ジェクトで、研究代表者がこれまで行ってき
た事例研究の調査団体を中心に、社会起業家
のみならずステークホルダーを含めて、ヒア
リングや参与観察を実施した。しかし、研究
代表者が 2015 年 4 月から東北大学大学院経
済学研究科から香川大学大学院地域マネジ
メント研究科に異動したために、研究代表者
が東北から離れて被災地を訪問する回数が
減り、研究の進捗が遅れた。 

本研究のモデル構築の対象となる東日本
大震災の被災地の社会的企業の特徴は、被災
当事者の自立の手段として、社会的課題をビ
ジネスの手法で解決しようとする社会的企
業は被災地において大きな役割を果たして
いること、コミュニティカフェや手仕事によ
る復興作業品の制作販売など地域資源を生
かした社会的企業の運営が行われるように
なっていることなどが挙げられる。 

外部の支援者に支えられてきた社会的企
業は、震災から 5年が経過したことで運営主
体の被災当事者への移管が課題となってい
ること、被災直後から活躍してきた優秀な人
材の自立や出身地への引き上げが始まって
おり被災当事者の自立のためにも限られた
時間においてノウハウを継承する必要に迫

られていることなどが明らかになった。被災
地で社会的企業は大きな役割を果たした。例
えば、緊急支援から時間とともにコミュニテ
ィ支援、就労支援、移住支援や人材育成の役
割を果たした。 

これらの研究成果は EMES の国際会議で報
告したのちに、欧州の社会的企業の専門家か
らアドバイスを受けた上で、ISTR 及び ISIRC
で研究報告を実施した。 
・EMES:2015 年 7 月 2 日にフィンランドのヘ

ルシンキで行われた EMES の国際会議にお
いて東日本大震災における社会的企業の
持続可能性についての研究報告を実施し
た。 

・情報収集:さらに、2016 年 2 月下旬に欧州
の社会的企業の中心的研究機関であるイ
ギリスのスコットランドにあるグラスゴ
ーカレドニアン大学を訪問することで世
界の一流の研究者から今後の研究遂行に
関するアドバイスを得た。 

・ISTR/ ISIRC:2016 年 7 月 1 日にサードセク
ターの国際学会 ISTR（スウェーデン・スト
ックホルム）と 2016 年 9 月 6日に国際社会
イノベーション学会 ISIRC（イギリス・グラ
スゴー）で報告した。 

 
（3）被災当事者の自立に向けた提案 
 研究代表者は、事例研究の成果から被災当
事者の自立に向けて、新しい産業創出と雇用
創出、地域産業に注目する、被災地の観光ツ
ーリズムについて 3 つの提案をした（佐藤、
2016）。 
①被災地での新しい産業創出と雇用創出： 

まずは、被災地での新しい産業創出と雇用
創出が必要であると考える。特に、被災当
事者による社会的企業の担い手の多くは
女性である。彼女たちの多くは、被災前は
専業主婦であったのでビジネスに関する
ノウハウが乏しい場合が多いため、女性に
よる地域コミュニティでの起業を支援す
ることが重要な課題になる。彼女たちのビ
ジネスは、手仕事やカフェレストランなど
の経営である。彼女たちを支援すれば、新
しい地域のビジネスの創出と雇用の創出
において大きな役割を果たすことができ
る。 

②地域産業である農林水産業に注目する： 
次に、地域産業に注目する必要があると考
える。地域産業である農林水産業に注目す
る。震災以前から被災地は高齢化や若者の
流出などにより地域産業に課題がある。例
えば、社会的企業は耕作放棄地の課題に対
応して市民農園などを行い、地域の特産品
を地域の味付けで加工して付加価値を付
けることで、被災当事者の現金収入が増え
るビジネスを行うことが望まれる。なぜな
ら、地域資源を生かして起業することが、
被災当事者による社会的企業にとって他
の団体や企業と差別化できる強みだから
である。 



③被災地独自の観光ツーリズムの育成： 
そして、被災地独自の観光ツーリズムの育
成について、被災したことを教訓とした災
害の状況を言葉で伝える語り部や震災の
遺構を災害教育のために活用することを
提案する。研究代表者は、2013 年 8 月にハ
リケーンカトリーナの被災地であるアメ
リカのルイジアナ州のニューオリンズを
訪問したが、地域の団体が被災地ツアーを
行うことで、世界中の観光客に災害からの
教訓を示していたことを思い出す。震災の
遺構を保存することについて賛否両論が
あることは十分に承知している。津波の遺
構は被災当事者にとって辛い思い出を呼
び起こす場所である。しかしながら、災害
教育にとっては重要なものである。 

 
（4）研究期間全体を通じて 

本研究では、東日本大震災の被災地での社
会的企業のモデル化を目指したが、研究代表
者が 2015 年 4 月に東北大学から香川大学に
所属が変わったため、予定通りには遂行でき
なかった。 

さらに、有識者からの諸外国の状況との比
較するために日本の社会的企業の特徴を明
示した方がよいとのコメントへの対策に時
間を要しており、2017 年度に研究期間を延長
することになった。 

しかしながら、当初の目的を可能な限り遂
行するために、日本 NPO 学会の東北班の調査
に加わり当初の計画以上のヒアリング調査
を遂行することができた。 

本研究のとりまとめとして、2016 年 9 月 6
日の国際社会イノベーション学会（ISIRC）
の大会で研究報告を行った内容を、国内外の
有識者からのコメントを参考にして加筆修
正することで、海外学術雑誌への投稿の準備
を進めて研究成果の英訳及び英文校正を実
施した。 

2018 年 3 月末現在、本研究の最終成果をま
とめた論文を、英文雑誌に投稿しており査読
中である。 
 
（5）今後の研究課題 

本研究の課題は、モデル構築までは踏み込
むことができなかったことである。研究代表
者は、今後もこの社会的企業のモデル化につ
いての研究は継続する。本研究の課題は、本
研究を発展させた次の研究に譲りたい。 
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